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内部統制システム構築の基本方針 
 
１．基本方針 

 当社は、「すべてのお客様に継続的な満足と感動を提供すること」を企業の存在価値と認識しており、

当社のあらゆる活動はこの理念に基づいて実施されねばならない。その実現の為には、すべての事業活動

を自ら監視し、統制する仕組みを構築・運用していくことが重要である。そこで、当社は以下の通り、当

社及び当社子会社の業務執行に関する体制及び監査に関する体制を当社取締役会において決定し、この体

制に基づく活動を通じて、上記理念の実現を図るものとする。 

 

２．業務執行に関する体制 

（１）当社の取締役及び使用人並びに当社の子会社の取締役等（会社法施行規則 100 条 1 項 5 号イの取締

役等をいう。以下同じ。）及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための

体制（会社法 362 条 4 項 6 号、同施行規則 100 条 1 項 4 号、5 号ニ） 

① 当社は監査役設置会社とし、取締役会の監督機能と監査役の監査機能を通じて、取締役の業務執行

の適法性を確保する。 

② 当社の取締役会は、法令、定款及び「取締役会規定」に従いこれを運営し、取締役は取締役会の決

議に基づく職務の執行で適法性を確保する。監査役は、法令、定款に基づき取締役の職務執行の監

査を行う。 

③ 当社の子会社は、所在地で適用される法令に従った会社形態とし、子会社の取締役会または海外の

これに準ずる機関（以下、総称して「子会社取締役会」という。） は、法令、定款、当社「グロー

バル決裁権限規則」、及び当社「関係会社管理規則」等に従い、これを運営し、当社子会社の取締役

等は、子会社取締役会の決議に基づく職務の執行で適法性を確保する。当社子会社の監査役または

それに相当する者がある場合には、その者は、法令、定款及び適用される社内規程に基づき、取締

役等の職務執行の監査を行う。 

④ また、当社の取締役及び使用人並びに子会社の取締役等及び使用人が法令及び定款を遵守し、社会

規範に則った行動をするための行動規範として、コンプライアンスに関する基本方針及び諸規程を

定め、社内に周知し、運用の徹底を図るとともに、これらの方針及び規程に従い、コンプライアン

スの状況について定期的にまたは随時取締役会に報告する体制を構築し、取締役会はこれを通じた

問題点の把握と必要な見直しを行う。 

⑤ 当社グループ（当社及び当社子会社をいう。以下同じ。）のコンプライアンス上の問題がある事項に

関する内部通報窓口を当社に設置・運用する。また、子会社についても、所在地の法令及び実情に

従い、必要があれば内部通報窓口を設置・運用する。 

⑥ 当社内部監査室が、当社及び子会社の監査対象部署におけるコンプライアンスの状況に関して定期

的な監査を行う。 

（２）当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制（会社法施行規則 100 条 1 項 1

号） 

当社の取締役及び子会社の取締役等の職務執行に係る文書・記録については、「定款」及び「取締
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役会規定」等によるが、詳細については「文書管理規則」を定め、適切に保存・管理する体制をと

る。当社取締役及び監査役は、必要に応じて、これらの情報を閲覧することが出来るものとする。

また、「個人情報保護規則」等の社内規程を定めて情報セキュリティの確保・適正な運用に努める。 

（３）子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制（会社法施行規則 100 条 1

項 5 号イ） 

当社は、事業戦略に基づく意思決定及び業務の適正を確保するため、当社及び子会社による稟議

事項を規定する「グローバル決裁権限規則」及び子会社の取締役等からの事前稟議事項及び報告事

項を規定する「関係会社管理規則」を制定し、両規則による稟議・報告体制を整備し、両規則に則

った経営を推進する。また、関係会社管理規則により、業績については、定期的に、業務上重要な

事項が発生した場合は都度、当社に報告が行われる体制を構築する。 

（４）当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制（会社法施行規則 100 条 1 項 2 号、

5 号ロ） 

① 重要事項については、法令、定款及び社内規程等に基づき、当社並びに子会社の取締役会及び経営

会議その他の当該案件の決定機関にて厳正な審査を行う。 

また、社内規程等に基づき、重要事項については、法務担当部署その他の関係部署が事前審査を行

い、リスクの把握及び顕在化に努める。 

② 当社は、リスク管理に関する基本規定（「リスク管理規定」）を制定し、これを当社グループのリス

ク管理に関する最上位規範として位置づけて、リスク管理事項を分掌する役員を任命するほか、リ

スク管理体制の当社主管部門として、経営企画担当部署を当社及び子会社のリスク管理事務局とし

て定めて、リスク管理を推進する。リスク管理は、当社及び子会社の当該分野の所管部署が原則と

して実施するが、当社のリスク管理事務局は、当社グループ全体の横断的な管理を行う。 

リスク管理規定の中には、各種事業上のリスクを適切に把握するため、定期的なリスクの洗い直し

を行い、重大な損失や危険の発生を未然に防止するための実施事項を織り込む。 

③ 当社内部監査室が、当社及び子会社の当該部署におけるリスク管理の状況に関して定期的な監査を

行う。 

（５）当社の取締役及び子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われていることを確保する為の体

制（会社法施行規則 100 条 1 項 3 号、5 号ハ） 

① 当社の取締役及び子会社の取締役等について、当社及び子会社が合理的な職務分掌を定めると共に、

社内規程等により、各機関、各部署の職務分掌及び権限を定める。 

② 当社は、定例の取締役会を３か月に１回開催し、取締役会決議事項の決定を行うと共に定例の経営

会議を毎月１回開催し、業務執行状況の確認等、情報の共有を図る。さらに必要に応じて臨時に取

締役会または経営会議を開催する。これらにより、迅速な経営判断が出来る体制とする。また、目

標管理を徹底し、取締役会の承認する中長期経営計画、年度計画で定めた職務の遂行状況を取締役

会において報告する等によりその実効性を高めるものとする。 

③ 当社の子会社は、所在地で適用される法令に従った定例の子会社取締役会を開催し、 

子会社取締役会決議事項の決定を行うと共に必要に応じて臨時に子会社取締役会を開催する。これ

らにより、迅速な経営判断が出来る体制とする。 

また、目標管理を徹底し、当社取締役会の承認する中長期経営計画、年度計画で定めた職務の遂行
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状況を、子会社代表取締役またはそれに相当する者が子会社の定例の子会社取締役会において報告

すると共に、子会社管掌の当社事業本部長が当社の取締役会・執行役員会において報告する等によ

りその実効性を高めるものとする。 

④ 当社内部監査室が、当社及び子会社の各部署の職務執行の効率性に関して定期的な監査を行う。 

（６）当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制（会社法施行規則 100

条 1 項 5 号）（１）から５）に掲げられているものを除く。） 

① 当社は、事業戦略に基づく意思決定及び業務の適正を確保するため、当社及び子会社による稟議事

項を規定する「グローバル決裁権限規則」及び子会社の取締役等からの事前稟議事項及び報告事項

を規定する「関係会社管理規則」を制定し、両規則による稟議・報告体制を整備し、両規則に則っ

た経営を推進する。また、当社は、当社経営会議にて、当社の子会社より提出された月報について、

当該子会社を管掌する部署より報告させる。加えて、子会社管理の統括部門として、経営企画担当

部署を定めて、子会社管理を推進する。更に、グローバル展開している会計監査法人を採用するこ

とで、会計の適正性を確保するとともに、グループ会社の管理の統一を図るものとする。 

② 当社内部監査室により、当社及び子会社のコンプライアンス、リスク管理及び経営の効率性等につ

いて、定期的な監査を行う。 

 

３．監査に関する体制 

（１）監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項、当該使用人の取締役からの独立性に関する事項、

当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項（会社法施行規則 100 条 3 項 1 号から同 3

号） 

監査役は、必要に応じて、監査役の職務を補助すべき使用人（以下「監査役の補助使用人」とい

う。）を任命する。監査役の補助使用人に任命された者は、監査役から命じられた職務に関しては、

取締役及び補助使用人の属する組織の上長等の指揮命令を受けないことを内部規程に明記し、これ

を徹底する。また、監査役の補助使用人の人事異動・懲戒処分等については、監査役に事前に報告

を行うほか、監査役の意見を十分尊重する。 

（２）当社の取締役及び使用人並びに子会社の取締役等及び使用人等が監査役に報告するための体制   

その他の監査役への報告に関する体制、報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないこと

を確保するための体制（会社法施行規則 100 条 3 項 4 号、同施行規則 100 条 3 項 5 号） 

① 当社グループの取締役等、監査役（子会社でこれに相当する地位にある者を含む）または使用人（以

下「役職員」という。）は、当社監査役に対して、法定の事項に加え、当社グループ各社に重大な影

響を及ぼす事実を知った場合、その内容を速やかに報告する体制とする。また、当社において、日

常的に発生する報告書、稟議書等の回覧先には当社監査役を加え、当社監査役に対し情報を提供す

る。 

② 当社内部監査室、法務担当部署、総務担当部署、経理担当部署等は、定期的に当社監査役に対する

報告会を実施し、当社グループに対する内部監査、コンプライアンス、リスク管理等の現状を報告

する。 

③ 当社グループの内部通報制度の取り纏め担当部署（法務担当部署）は、当社グループの役職員から

の内部通報の状況を、定期的に当社監査役に対して報告する。 
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④ 当社は、当社監査役に報告を行った当社グループの役職員に対し、当該報告をしたことを理由とし

て不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グループの役職員に周知徹底する。 

（３）監査役の職務執行について生ずる費用または債務の処理方針に関する事項及びその他監査役の監

査が実効的に行われることを確保するための体制（会社法施行規則 100 条 3 項 6 号、100 条 3 項 7

号） 

当社監査役は、当社取締役会、経営会議はもとより、安全、品質、環境、製造、販売等重要な会

議に出席し、経営の適法性や効率性について監査すると共に、必要に応じて当社グループの取締役

等または使用人に対し説明を求め、また実地調査等を行うことでその実効性を高め、さらに、会計

監査人、弁護士、その他外部の専門家との会合をもち、または当該専門家を補助者として使用する

等緊密な連携を図ることが出来る体制とする。以上の体制を確保するための費用は、当社が負担す

るものとし、当社監査役から費用の前払を求められたときは、これに応ずる。 

 

４．財務報告の適正性を確保するための体制 

財務報告の適正性を確保するための必要な内部統制体制を整備する。 

 

５．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方・体制 

当社は内部統制(コンプライアンス・リスクマネジメント)の一環として、反社会的勢力の排除には以下

のとおり取り組む。 

（１）反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方 

社会の秩序や安全を脅かす反社会的な活動や勢力から不当な要求を受けた場合、毅然とした態度

で臨み、金銭などによる安易な妥協をせず、一切の関係を遮断する。 

（２）反社会的勢力排除に向けた体制 

当社では、上記の基本的な考え方を「コンプライアンスマニュアル」に明記し、社内外に宣言し、

また、反社会的勢力への対応統括部署を総務担当部署と定めるとともに、本社・各営業所にそれぞ

れ不当要求防止責任者を設置して、警察等からの情報収集等に努めるほか、必要があれば警察等へ

の申告、相談等を行い、不当要求に応じないことを徹底する。また、反社会的勢力から脅威や被害

を受けるおそれのある場合の対応要領として、「反社会的勢力対応マニュアル」を整備し、必要な情

報が総務担当部署に報告され、被害を防ぐ体制を取る。 

 

以上 

附則 
1. 2006 年 5 月 31 日 制定 
2. 2008 年 4 月 22 日 一部改訂 
3. 2010 年 2 月 24 日 一部改訂 
4. 2015 年 4 月 21 日 一部改訂 
5. 2023 年 6 月 15 日 一部改訂 


